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千葉市国民健康保険一部負担金の減免及び徴収猶予に関する取扱要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号。以下「法」という。） 

第４４条第１項の規定に基づき、国民健康保険一部負担金の減額若しくは免除又は徴収

猶予（以下「減免等」という。）に関する取扱いについて必要な事項を定めるものとする。 

 

 （用語の定義） 

第２条 この要綱において「世帯」とは、同一の住居に居住し、生計を一にしている擬制 

世帯主を含む世帯主と、国民健康保険被保険者である世帯員をいう。 

２ この要綱において「見込収入月額」とは、減免等の措置を受けようとする世帯（以下 

「当該世帯」という。）に属する世帯員の合算収入額について、申請月以後３か月間の平 

均見込収入月額をいう。 

３ この要綱において「基準生活費」とは、生活保護法第８条に基づく生活保護基準額表 

のうち、収容保護施設基準額、出産扶助、生業扶助、葬祭扶助、一時扶助、期末一時扶 

助を除いた各基準額を合算したものをいう。 

４ この要綱において「一部負担金所要額」とは、法第４２条に定める、療養の給付を受 

ける場合に国民健康保険被保険者が保険医療機関等に支払うべき一部負担金の額をいう。 

５ この要綱において「不足見込割合」とは、次の算式により求めるものとする。 

 

見込収入月額－基準生活費＝医療費充当可能額 

一部負担金所要額－医療費充当可能額 

＝一部負担金不足見込額 

一部負担金不足見込額÷一部負担金所要額×１００ 

＝不足見込割合 

 

 （減免等の措置） 

第３条 市長は、当該世帯が次の各号のいずれかに該当することにより生活が困窮し、一

部負担金の支払いが困難であると認めるときは、当該世帯に属する世帯主（以下「世帯主」

という。）の申請により、別表１の定めるところに基づき、減額等の措置をすることがで

きる。 

（１）震災、風水害、火災その他これらに類する災害により死亡、若しくは重度の障害者 

となり、又は資産に重大な損害を受けたとき。 

（２）干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不作、不漁、その他これらに類する理由に 

より収入が減少したとき。 

（３）事業又は業務の休廃止、失業等により収入が著しく減少したとき。 

（４）その他前各号に掲げる事由に類する事由があったとき。 
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 （減免割合） 

第４条 一部負担金の減免割合は、次のとおりとする。 

区   分 減免割合 

不足見込割合が０％を超え２５％以下のとき ２５％減額 

不足見込割合が２５％を超え５０％以下のとき ５０％減額 

不足見込割合が５０％を超え７５％以下のとき ７５％減額 

不足見込割合が７５％を超えるとき 免   除 

 

 （減免等の期間） 

第５条 減免の期間は、１か月（暦月）を単位として３か月以内の期間を限って適用する。 

２ 徴収猶予の期間は、３か月以内の一部負担金所要額について、６か月（暦月）以内の 

期間を限って適用する。 

３ 同一原因による減免等の期間の更新は、これを行わない。 

 

 （減免等の申請） 

第６条 世帯主は、減免等の申請をするときは、国民健康保険一部負担金減額・免除・徴収

猶予申請書（以下「申請書」という。）（様式第１号）に、次の各号に掲げる書類を添えて、

市長に提出しなければならない。 

（１）一部負担金減額・免除・徴収猶予に関する医師等の意見書（様式第２号） 

（２）収入状況申告書（様式第３号） 

（３）給与証明書（様式第４号） 

（４）資産申告書（様式第５号） 

（５）家賃（地代･間代）証明書（様式第６号） 

（６）同意書（様式第７号） 

（７）誓約書（様式第８号及び様式第９号） 

２ 次の各号に該当する場合は減免等の措置の対象としない。 

（１）一部負担金を支払済みの場合 

（２）他法又は他制度の適用が可能である場合 

（３）保険料を滞納している場合。ただし、保険料の納付相談を、行っている場合は除く。 

 

 （審査） 

第７条 市長は、前条の申請書及び前条各号の書類を受理したときは、その内容を審査し 

減免等の適否を決定する。 

２ 市長は、必要と認めるときは、法第１１３条第１項、第１１３条の２第１項、及び第２

項の規定に基づき、当該世帯等に対して、文書等の提出、又は質問することができ、官公

署その他の関係機関に資料の提供等を求めることができる。 

３ 審査にあたっては、被保険者の生活困窮実態を調査し、起因月の前の３か月の平均収入

が基準生活費以下の場合は、別表１の定めに関わらず減免等の措置をすることができる。 

 

 



 3 

 （収入額確定報告） 

第８条 世帯主は、減免等の申請月から適用終了月における毎月分の収入額確定報告書（様

式第１０号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の収入額確定報告を受けたときは、検認を行うものとする。 

 

 （減免等の決定通知） 

第９条 市長は、第６条による申請を承認したときは、国民健康保険一部負担金減額･免除･

徴収猶予承認決定通知書（様式第１１号）を、承認しないときは、国民健康保険一部負担

金減額・免除・徴収猶予不承認決定通知書（様式第１２号）により、世帯主に通知しなけ

ればならない。 

 

 （証明書の交付） 

第１０条 市長は、減免等を承認したときは、世帯主に対し、国民健康保険一部負担金減 

 額・免除・徴収猶予証明書（以下「証明書」という。）（様式第１３号）を交付する。 

２ 証明書の交付を受けた当該世帯が保険医療機関又は保険薬局（以下「保険医療機関等」

という。）について療養の給付を受けようとするときは、国民健康保険被保険者証に添え

て当該証明書を提示しなければならない。 

 

 （減免等の変更又は取消） 

第１１条 市長は、減免の決定を受けた当該世帯が、次の各号のいずれかに該当するとき 

 は、直ちにその承認を変更又は取り消しをし、減免によりその支払いを免れた額の一部

又は全部を世帯主に返還させるものとする。 

（１）資力の回復その他事情等の変化により、当該決定をすることが不適当であると認めら 

 れるとき、又は決定内容に変更が生じたとき。 

（２）虚偽の申請その他不正行為があったとき。 

（３）承認期間中に国民健康保険の資格を喪失したとき、又は世帯変更したとき。 

２ 市長は、徴収猶予の決定を受けた当該世帯が次の各号のいずれかに該当するときは、そ

の決定を変更又は取り消しをし、当該一部負担金の全部又は一部を一時に徴収するものと

する。 

（１）徴収猶予を受けた者の資力等の変化により、徴収猶予を行う必要がなくなったと認め 

られるとき又は決定内容に変更が生じたとき。 

（２）一部負担金の納入を不当に免れようとする行為があったと認められるとき。 

（３）承認期間中に国民健康保険の資格を喪失したとき又は世帯変更したとき。 

３ 市長は、前２項の規定により減免等の変更又は取り消しをしたときは、世帯主及び保

険医療機関等に対し国民健康保険一部負担金減額・免除・徴収猶予変更通知書（様式第１

４号及び様式第１５号）又は、国民健康保険一部負担金減額・免除・徴収猶予取消通知書

（様式１６号及び様式第１７号）をそれぞれ通知するものとする。 
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（様式） 

第１２条 様式については別表２のとおりとする。 

 

（公印） 

第１３条 様式に用いる公印は別表３のとおりとする。 

 

（補則） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は保健福祉局長が別に定める。 

 

    附 則 

 この要綱は，平成１７年２月１日から施行する。 

 

    附 則 

この要綱は，平成２３年１２月１日から施行する。 

 

  附 則 

１ この要綱は、平成２６年６月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際現にこの規則による改正前の様式により調製された用紙は、当

分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。 

 

附 則 

この要綱は、平成２９年１月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年１０月１日から施行する。 
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別表１ 

区 分 事  由 認定基準 適用要件 適用期間 

 

 

 

 

 

 

減 

  

 

額 

 

・ 

 

免 

  

 

除 

第３条 

第１号 

に該当す

る場合 

震災、風水害、火

災、その他これら

に類する災害等に

より死亡、若しく

は重度の障害者と

なり、又は重大な

損害を受けたとき 

平均見込収入月額

が基準生活費の

115.5％以内であ

り、かつ、預貯金

が基準生活費の３

か月分以下である

世帯 

死亡、若しくは重

度の障害者となっ

た、又は家屋及び

家財又はその他の

資産の損害割合が

50％以上の場合 

申請した日の属す

る月から３か月の

間の一部負担金に

ついて適用する 

第３条 

第２号 

に該当す

る場合 

干ばつ、冷害、凍

霜害等による農作

物の不作、不漁、

その他これらに類

する理由により収

入が減少したとき 

平均見込収入月額

が基準生活費の

115.5％以内であ

り、かつ、預貯金

が基準生活費の３

か月分以下である

世帯 

当該世帯員の合算

収入額について、

起因月前概ね３か

月の平均実績収入

月額と申請月以後

３か月の平均見込

収入月額とを比較

し、その減少割合

が 50％以上の場

合 

申請した日の属す

る月から３か月の

間の一部負担金に

ついて適用する 

第３条 

第３号 

に該当す

る場合 

事業又は業務の休

廃止、失業等によ

り収入が著しく減

少したとき 

平均見込収入月額

が基準生活費の

115.5％以内であ

り、かつ、預貯金

が基準生活費の３

か月分以下である

世帯 

当該世帯員の合算

収入額について、

起因月前概ね３か

月の平均実績収入

月額と申請月以後

３か月の平均見込

収入月額とを比較

し、その減少割合

が 50％以上の場

合 

申請した日の属す

る月から３か月の

間の一部負担金に

ついて適用する 

第１条中の徴

収猶予に該当

する場合 

上記事由のいずれ

かの理由に該当す

るとき 

平均見込収入月額

が基準生活費の

115.5 ％ を 超 え

130％以内であり、

かつ、預貯金が基

準生活費の３か月

分以下である世帯 

上記適用要件のい

ずれかに該当する

とき 

申請した日の属す

る月から３か月の

間の一部負担金に

ついて適用する 

（徴収猶予額を、

適用から６か月以

内に千葉市へ返納

する） 

 注）第３条第４号に該当の認定基準等は、この表に準ずるものとする。 
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別表２ 

様式番号 様 式 名 摘   要 

様式第１号 
国民健康保険一部負担金減額・免除・徴収猶

予申請書 
申請書 

様式第２号 
一部負担金減額・免除・徴収猶予に関する医

師等の意見書 

保険医療機関(保険薬局)に

おいて作成し、申請書の添付

書類として提出 

様式第３号 収入状況申告書 申請書に添付 

様式第４号 給与証明書 
申請時に給与明細がない場

合に事業所（雇主）が証明 

様式第５号 資産申告書 申請書に添付 

様式第６号 家賃(地代・間代)証明書 申請書に添付 

様式第７号 同意書 申請書に添付 

様式第８号 誓約書 （減額・免除）申請書に添付 

様式第９号 誓約書 （徴収猶予）申請書に添付 

様式第 10号 収入額確定報告書 承認後の収入実績額の報告 

様式第 11号 
国民健康保険一部負担金減額・免除・徴収猶

予承認決定通知書 

承認決定した場合に世帯主

へ通知 

様式第 12号 
国民健康保険一部負担金減額・免除・徴収猶

予不承認決定通知書 

不承認決定した場合に世帯

主へ通知 

様式第 13号 
国民健康保険一部負担金減額・免除・徴収猶

予証明書 

療養の給付を受ける際、保険

医療機関等に提示 

様式第 14号 
国民健康保険一部負担金減額・免除・徴収猶

予変更通知書 
世帯主への通知 

様式第 15号 
国民健康保険一部負担金減額・免除・徴収猶

予変更通知書 
保険医療機関等への通知 

様式第 16号 
国民健康保険一部負担金減額・免除・徴収猶

予取消通知書 
世帯主への通知 

様式第 17号 
国民健康保険一部負担金減額・免除・徴収猶

予取消通知書 
保険医療機関等への通知 
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別表３ 

様式番号 様 式 名 専用公印 

様式第 11号 

 

 

様式第 12号 

 

 

様式第 13号 

 

 

 

様式第 14号 

 

 

様式第 15号 

 

 

様式第 16号 

 

 

様式第 17号 

 

国民健康保険一部負担金減額・免除・徴収猶予

承認決定通知書 

 

国民健康保険一部負担金減額・免除・徴収猶予

不承認決定通知書 

 

国民健康保険一部負担金減額・免除・徴収猶予

証明書 

 

 

国民健康保険一部負担金減額・免除・徴収猶予

変更通知書 

 

国民健康保険一部負担金減額・免除・徴収猶予

変更通知書 

 

国民健康保険一部負担金減額・免除・徴収猶予

取消通知書 

 

国民健康保険一部負担金減額・免除・徴収猶予

取消通知書 

区役所保険年金専用市長

印 

 

区役所保険年金専用市長

印 

 

区役所保険年金専用市長

印 

検認専用市印 

 

区役所保険年金専用市長

印 

 

区役所保険年金専用市長

印 

 

区役所保険年金専用市長

印 

 

区役所保険年金専用市長

印 

 


